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登校拒否 の転帰

一―追跡調査の批判的再検討一―
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登校キE否の子後に関するI「 しい情報を得るために,本稿では,今校拒否の追跡調査報告24篇 を再

検討し,各報告の中に潜む問題点を 7つ指摘 した。それは,第 1に対象ケースの違い (概念や状態

像の違い,精神疾患ケースや脱落ケースの扱いの違い),第 2に治療機 周や相談機関の違い,第 3

に受診/相 談の時期の違い,第 4に治療形態や治療内容の違いと,転帰評価のための比較データの

欠如,第 5に転帰評価の基準の違い,第 6に追跡期間の違い,第 7に調査方法の違いである。した

がって, これまでの調査結果を単純に合算 して登校lL否 の転帰を論 じることはできないということ

になる。

しかし,調査結果を再検討 してみると,一般的傾 匈としては,追跡期 昔jが長 くなるほど転帰良好

ケースの占める割合は多くなる。また,精神病など精神疾患のケースを余き,lL会適応を評価基準

として再計算すると,平均追跡期間が 9年以 11の 報告の転帰不良率は,-12%程 度となる。これが

長期経過を推定する際のひとつの目安にはなろう。

Keyヽ Vords l 101lg ternl outcollle,n〕 ethodological problellns,school reftlsal

I. `ま じらわ(こ

登校拒否あるい |ま 不登校の予後という問題は,

教育 。医療・福祉の領域で登校拒否に取 り絹ん

でいるものにとっては重大な関心事である。現

在 までに く登校拒否の予後〉あるいは類似の題

日で公表 された報告は 1指 に余 る (福 間 ら,

1980:可 知 ら,19兜 :小 泉 ら,]977;森 日,

1986:西 尾,1988:大 Llら ,1984:斉 藤 ら,

1989:篠原ら,1964:菅 ら,1972:月 治,1990

:梅垣,1966:若林 ら,1983:渡辺ら,1983;

山本 ら,1965)。 しか し,残念なが るこれ らの

報告のほとんどは,追 171調査による転帰の報告

であり,そ こから真の予後を適 LIJlに 検討 し論述

したものではない。く予後 (prOgllosis)〉 とは,

これ か ら先 の こ とを予 め (pro)認 識 す る

(gnogs)こ とであるので,現況を追跡調査 し

た結果をそのまま 〈予後〉として扱 うことは工

*京都市児童福祉センター

しくない。その点については,本学会の印象記

の中で小池 (1992)も 苦言を呈 しているi邑 りで

ある。正 しくは 〈転り最 (outcome)〉 , あるいは

〈追跡調査の結果〉とすべ きであろう (若林 ら,

1983)3

そこで本稿では, これまでに行われた登校拒

否の追跡調査を再吟味 し,そ こに潜む問題点を

場J扶 して,登校拒否の正 しい意味での予後を理

解するための一助 としたい。

〈表 1〉 ,く表 2〉 ,〈表 3〉 は, これまでわが

国で公表された登校拒否追跡調査の報告のうち,

諸家の論1文 によく引用されるものを中心にまと

めた ものである。〈表 1〉 ,〈表 2〉 は,転帰を

社会適応 という基準で判定 した報告であり, し

か も 〈表 1〉 は, '台療機関別に同種の ものをま

とめ,く表 2〉 は,追跡期間の順に並べ変えた

ものである。後者は,11段が長期,中段が中期 ,

下段が短期 と大 まかに 3分 してある。〈表 3〉

は,再登校 を判定基準 としンた報告であるが,追

跡期間がきわめて短 く,追 llll調査 と言うよりも
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表 1 登校拒否追跡調査報告一覧(機関別)

著  者 発表 対 象 受診年齢 治 療 機 関 治 療 法 診 断 名
社 会 適 応

備  考
良  好 不  良

小泉ら 1977 *60-1 4-20y o 都立教育bll究 |]i

三鷹分室
通 所 登校拒否 (広義) 946%

(883%)
54%

(117%)
ネ中経痛iま たはホ青市ト
病の 4ケ ースを除
いて計算。括弧内
は原著者の計算.

福間ら *92-5 -16y o 島根県中央児相 j邑所 学校恐怖症/
登校拒否症

885%
(837%)

115%
(163%)

分裂病 5ケ ースを
除いて計算。括弧
内 は原著 者 の計
算。

西 尾 18y.o. 京都第 2

日赤病院
小児fl

外来/入院 登校拒否 804%
(643%)

％

％
不明 5ケ ースは除
クト。 1舌弧 l lNl lま 中「副
群 を不良llに 合め
た原著者の言算 .

藤田ら 12-14y o 国立舞鶴病院
イヽりE千斗

を
元

一人 登校拒否症 ％

％
194%
(361%)

不明7ケ ースは除
外。括弧内はやや
不良群を不良群に
合めた場合。

梅 沢 9-17y o 島根県立
湖陵病院

入院 (ヽ十交†巨75 750% 250% 不良群の書1合 :

316%(追 跡 4年
以内),

333%(同 57年 ),

83%(同 812年 )

辺
辺

渡
渡

斉藤 ら 1 989 190

158

92

68

92

,

81け o

12-14y oP

国立国府台病院
国立国府台病院

国立国府台病院

クト米 ?//人 院 ?

入院

入院

登校拒否
登校拒否

不登校伴う神経
症圏疾患

そのうち登校
拒否

不登校伴う神経
症圏疾患

そのうち登校
拒否

登校拒否

％

％

732%

766%

696%

735%

700%

172%
80%

268%

234%

304%

265%

300%

原著者自身は割合
計算 を していな
い。

分裂病 。人格障害
を含む。(詳細不明)

分裂病を含む。(詳
細不明 )

河 合 1986 9-16v o 目立小児病院 外米 (入 院も?) 不登校 887%
(851%)

70%
(108%)

分裂病の9ケ ース
を除いて計算.括
弧内は元の幸は告 .

(継続中9ケ ース)

梅垣

若林ら

大高ら

1966

1983

1986

150-10

25

40

4-16y o

10-22y o

8-22y o

名大

名大 。関連施設

名大・関連施設

な

　

な

ヴ

　

ヴ

ンヽ
　
　
　
ンヽ

ン

リ

ン

リ

テ

わ

テ

わ

来

　

　

　

ン

か

ン

か

外

　

　

　

イ

か

イ

か

学校恐怖症・ FFT

登校拒否

登校拒 否 (神 経
:庄 1生 )

800%
(747%)

560%

650%

200%
(253%)

440%

350%

精神病 5ケ ース,

他の本青神り主状 5ケ
ースを除 く。II弧
内は元の報 告。

大里 ら ? 近 大 ? 登校lL否 650% 350%

丹治 ら
可知 ら

12-14y o

平均13y o
天竜病院
天竜病院

院
院

一人
入

登校拒否
不登校 (主訴 )

784%
840%

216%
130% 分裂病 (13),,し 身ヽ

症 (23)を 合む。

森 ‖ 15-17y o 横浜iF太/
県立芹香院

外来/入院 不登校 (主訴)高
校生

864%
(625%)

136%
(375%)

高校イtHキ初発。精
神病・神経 l■ の26

ケースを除 く。

生田ら 77 ? 慶大 ? 不登校 600% 400%

-48-



Pl:101交 IFイド′)車云りll 299

表 2 登校拒否追跡調査報告一覧(期間別 )

著  者 発表 追 跡 期 間

均
跡
問

平
追

期
調 査 法

社 会 適 応
考

良  好 不  良

渡 辺 1986 退院か ら  9y-17y 直接・間接に把握 920% 80% 原著者自身は割合計算をしていない。

高
林

大
若

発症から   6y-22y
発症から  5y-21y

14y
12y

面接 ?

面接・親から聴取
650%
560%

350%
440%

福間ら ?  7y8m18y8m 11y 6n: 郵便・電話 885%
(837%)

115%
(163%)

分裂病 5ケ ースを除いて計算。
括弧内は原著者の計算。

河 合 1986 初診から   ? 9y l∬ 887%
(851%)

70%
(108%)

分裂病の9ケ ースを除いて計算。
括弧内は元の報告 (継続中9ケ ース)。

斉藤ら 中卒・退院後 422y
〃       4-22y

卒業・退院後  ?
〃       ?

退院後    ?

？

？

８ｙ

８ｙ

８ｙ

スタッフから聴取

便

′
′

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

分裂病。人格障害を合む。 (詳細不明)

分裂病を合む。 (詳細不明)

小泉ら 来所後  5y15y 郵使→而接・電話 ％

％
5

(11

％

％
神経症または精神病の4ケースを除いて計算。
括弧内は原著者の計算。

梅沢 退院から ? 2y-12y ? 郵便・電話 750% 250% 不良群の割合 :316%(追 Fl1 4年 以内),

333%(同 5-7年 ), 83%(同 8-12年 )

森 日 初診から  2y-14y 5y10■ 1 電話・郵便 864% 136% 高校生時初発。精神病等の26ケ ースを除く。

藤円ら 入院から? 3-10yP 806%
(639%)

194%
(361%)

不明7ケ ースは除外。括弧内はやや不良群を
不良群に合めた場合。

渡 辺 1983 受伺から? 4y5y 電話・面接 828% 172%

可知 ら 退院か ら?  ? 5y Om 郵使 840% 130% 分裂病 (13),心 身症 (23)を 含む。

梅垣 発』こから
6m-8y10m

? コ∫便 800%
(747%)

200%
(253%)

精神病 5ケ ース,他の精神症状 5ケ ースを除
く。
括弧内は元の報告。

生 出 ら 初診から   ? 4y8m 垂|`使 ・電 話 600% 400%

大里 ら 初診から    0-8y ? ? 650% 350%

西 尾 ?    5m-6y9m ? ? 804%
(643%)

196%
(357%)

不明5ケ ースは除外。括弧内は中間群 9ケ ー
スを不良群の方に合めた場合の割合。

丹治 ら 退院から   ly-3y ? アンケー ト 784% 216%

表 3 登校拒否追跡調査報告―覧(再登校 )

著  者 発表 対 象 受診年齢 治療機関 治 療 法 診断名 追「亦期間
再 登 校

備  考
良  好 不  良

篠原ら

佐藤

1964

1968

23

47

平均 1ly o

?

岡山県中央
児本日

F可 山県中央
児相

通所

通所 ?

神経FT性

登校lL否
受付か ら

2y以上

? 565%

617%
+α

435%

383% α : イヽオ交J大 lilヒ申交
的良好例 {「1欺不叩

福問ら 6-16y o Ib根 県中央
児相

通 所 学校恐MiFT/

登校|[1否

? 7y8m―
18y8m

郵便/

電話
935% 65%

錦 1964 *12+( 4-14y o 京大心理教
育相談室

カウンセリン
グ/遊戯療法

学校恐怖症 終結/中 断
後

ly-2y

833%
(750%)

111%
(167%)

助言だけの 6ケ ー
スも加えて言算 .

括弧内は元の報告
(イく明が 1)

菅 ら 6-14y o 情短施設津
島児童学院

入所
(心理治療/

4:i舌オ旨:専 )

神経症的
登校拒否

退所から 449% 551% 2年‖]の今校状態
であり,予後では

な くむ しろ治療効

果。基準が厳 しい。

山本 6-15y o 東大分院 外来 ? 登校拒否 発症から
ly7m-6y7m

? 536% 464%

松本 1986 浜松1矢大/
大竜病院

? ネ中率i■ 自,
今校拒 Fi

発症から
6nn

, 295% 705% 予後ではな く治療
効果。
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む しろ治療終結直後の効果11定 と言うべ きもの

も含めている。それらも他の研究者が追llll調査

と tン て]げ‖しているからである。

Ⅱ。追跡調査報告における問題点

1.HjrD査対象ケース

追跡調査の問題点の第 1は,調査対象 となっ

たケースに関する問題である。この問題につい

ては触れるべ き点がい くつかある。

1)外国の報告

まず諸外 1玉|の報告に関する問題があるc表に

掲げたものはすべて本邦の報告であり,外国の

報告に関 しては今回は取 り上げなかった。なぜ

なら,登校拒否現象に関 しては日本独特の背景

(例 えば,強迫的な高学歴志向,体罰,い じめ

など)と いう問題があり,登校拒否・ 不登校を

論 じる場合に, 日本 と外国のそれとを同列に論

じることはできないからである。

さらには,英語圏に限っても, l ll語 の意味範

囲が日本の場合といささか異なるということが

ある。,Jえ |ゴ ,〈 nOn― attelldance at school〉 は,

辞書的に訳せば く欠席〉あるいは 〈不就学〉とい

うことになるが,研究者の中には〈不登校〉と訳

す人もいるっしか しく不登校〉と訳すと意味にず

れが生 じる。 と言 うのは, くnon― attendallce〉 に

は怠学 くtruancy〉 も含 まれているが (Rutter,

1975), 日本で く不登校〉 と言う場合,、 Sゝ つ う

怠学は除外するからである (和 田,1972)。

しか し,内外の追跡調査結果が引用される場

合は,こ ういった問題は度外視 されているc

2)対象ケースの状態像

次に,本邦の報告に限っても,対 象ケースの

状態像が報告者によって微妙に違 う。〈表 1〉

の診断名の欄か ら見て とれるように,く登校拒

否〉という争時言吾が最 も多 く用いられているが ,

〈学校恐怖症〉や く不登校〉が使われている場

合 もある。C校 拒 ri〉 でも,〈神経症性登校拒

否〉のように く神経症性〉という修飾語がつい

ている場 合 もある。他方,〈 登校拒否〉 とか

く不登校〉 とかいった術語の使い方が,報告者

によって異なる。例えば大阪大学系の石チF究者は,

児童青年精神医学とその近接領域
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く登校拒否〉や く学校恐怖症〉,〈不登校〉といっ

た術語を,すべて区別 して用いている (藤本 ,

1974;和田,1972;頼藤,1986)。 他方,く登校

拒否〉と く学校恐怖症〉とを区別せず,互換可

能な術語とする人もいるし,いずれもその意味

内容に差を認めず,すべてひっくるめて く登校

拒否〉あるいは 〈不登校〉と呼ぶ人もいる。し

たがって, よく用いられる く登校拒否〉,〈学校

恐怖症〉,〈不登校〉という三種の術語が意味す

る範囲は,報告者によって異なる可能性がある。

3)精神疾患のケース

次に,対象ケースの中に精神病などを合む報

告がある (福間ら1980;河合,1986:小泉ら,

1977;森 口,1986;斉 藤ら,1989:梅垣,1966)。

その場合,学校に行かない,あ るいは行けない

という現象が,果 して精神分裂病の初期症状で

あったのか,あ るいは登校拒否になった時には

まだ分裂病は発症 しておらず,登校拒否になっ

てしばらくしてから分裂病が発症 したのかとい

うことによって,登校拒否の転帰に関する判断

は大きく変わってくる。対象ケースが登校拒否

から分裂病になった場合は,転帰 く不良〉群に

属することになるであろうが, もともと分裂病

であった場合には,そ れは登校拒否とは呼べず,

したがって調査対象から除外 しなくてはならな

い。その場合,転帰 く良好〉群が全体に占める

割合はもっと高 くなる。く神経症的登校拒否〉

(松本,1986:大高ら,1986;篠原ら,1964;

菅ら,1972)と く神経症〉(小泉ら,1977),〈神

経症圏の疾患〉(斉 藤ら,1989)の場合 も,そ
れらが区別されて使われているのか否かで,や
はり転帰の判断に同じ問題が生じる。

〈表 1〉 では,対象ケース数の数値にアステ

リクが付いているものがある。例えば,福間ら

(1980)の報告には,アステリクが付いて92-
5と ある。これは,備考欄に記 したように,そ
の報告では分裂病の 5ケ ースも合めて計算され

ているので,あ らためてその 5ケースを除外 じ

て計算した結果を示したということを意味する。

つまり92ケ ースから5ケ ースを差 し引いて,良
好 。不良の率を計算 し直すと,社会適応という



基準では,良好群が885%と なった。そのす ぐ

下の橋弧内の数値 (837%)は ,そ の報告にあ

るように分裂病の 5ケ ースを含めての計算結果

であるもこの分裂病の 5ケ ースが もともと分裂

病であり,不登校状態はその初期症状であった

とすれば,前述のような再計算結果になり,転

帰良好群の害」合は上がることになる。同様にそ

の他にも対象のllFlに アステリクが付 き,引 き算

の表記になっているものは,いずれも不登校以

外の精神疾患,す なわち神経症・分裂病・躁 う

つ病などを除外 して計算 したものである (転帰

不明のケースの扱いも報告により異なるが,比

較できるようにするために本稿では計算対象か

ら1徐 いた).

4)脱落ケース

さらに,脱落ケースの問題がある。これまで

に行われた追跡調査の中には,かかわりをもっ

たケースがすべて追跡されたという報告はほと

んど見あたらない。この点でfl外的 とでも言う

べ きものに,鋪 (1964)の報告がある (表 3)。

これはすべてのケースを追跡 した形になってい

る (た だ し追跡期間は 1～ 2年 と短い)。 これ

以外に対象がすべて網維されて追171さ れたとい

う報告は, ごく短期間の追跡を除 くと見あたら

ない。

以 L述べた諸点から,こ れまでに行われた追

l171i調 査によって社会i直 応の率を厳密に計算する

ことはできず,1'舌 弧つき,あ るいは条件つきで

しか解釈はできないであろう。

2.治療/相談機関

第 2に ,治療機関や相談機関の違いによって,

つまり追跡調査を41っ た機関がどこかというこ

とによって,た とえ定義を同 じくする く登校 |卜 1

否〉であっても,状態像が違う可能性があると

いう|IJ題 がある。

特に児童相談所の登校iF否 (福間ら,1980;

佐藤,1966:篠原ら,1964)と ,大学病院精神

科のそれ (生田ら,1984;松本,1986:森 口,

1986:大 里 ら,1984:大 高 ら,1986:梅 j「
,
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1966;若林 ら,1983;山本,1965)と では,か

な り状態像が異なる可能性がある。〈表 1〉 の

11段 には児童相談所・教育心理相談室・教育研

究所などの相談機関を,中段には主に病院の児

童精神科を,そ して ド段には主に大学病院の精

神科をまとめてみたが,追跡調査の結果は相談

機関の方が概 して良いようである。

これは,や はり,児童相談所に比べて,大学

病院精ネ中不ゞ卜は,遷延化 したりこじれたりしたケー

スを多く抱え込む傾向があるからであろう。親

の気持 ちを考えると,大学病院精神科 まで行 く

ケースは, よほどHI題 が深刻な場合か,あ るい

はその大学病院の1矢師が,登校拒否に関 して高

名である場合であろうと推測される。そのよう

なことでもないかざり,最初から大学病院精神

利 を́受診するということはなかろう。 したがっ

て,各機関のケースサンブ |サ ングにはバイアス

がかかってしまい,治療/相談機関の特徴を考

慮せずに,多様な機関の調査結果をひっくるめ

て論 じるわけにはいかな くなる。

3.受診時期

第 3に ,相談・治療機関にかかった時期の問

題がある。登校IFiriの 場合,登校拒否が始 まっ

て数日目といったごく初期に,誰 もがどこかに

lH談 に行き,そ の時点から追跡されるというこ

とは, まず考えられない。登校拒否が始 まって

からある程度月日がたち,い つになっても登校

しないとか,行動化のようなことが起こって,

やっとどこかの相談機関なり治療機関にかかる

わけである。一般の身体疾患の場合は,発症 し

てから比較的早い時期に医療機関にかかる場合

が多い。そういう場合は,病気のだいたい同 じ

時期,同 じ段階か′)一定期間追跡することが日∫

能 となるが,登 校 拒否の場合,そ ういう具合

にはいかない。追跡調査を行った機関にかかる

までの経過,そ の間に受けた治療的かかわ り,

その機関にかかった時の登校拒否の段階 (程度)

といったことがケースによって実にさまざまで

ある。登1交拒否が始まって 1カ 月位でかかるケー

スもあるし, 1年 くらいたってからかかるケー
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スもある。諸家の報告は,登校拒否が始 まった

時点から一定の期間を設定 して追跡するという

形にはなっていない。

〈表 2〉 の追ITll期 間の欄 を見ると,追跡期間

の開始時期は,〈 発症〉からとするもの (松本 ,

1986:梅 垣,1966:大 高 ら,1986:若林 ら,

19831山 本,1965),〈 退所/ilN院 〉からとする

もの (斉藤ら,1989,1993:菅 ら,1972:月 治

ら,1987:梅 沢,1984:渡 辺,1986),そ して

く初診/受付〉からとするもの (森 日,1986;

篠原ら,1964;渡辺,1983)の 3通 りに分かれ

る。

しかし,登 1交拒否が始まってから一定期間経

過 した時の状態 という具合いに,追跡期間をい

わゆる発症時期からこれこれの期間という
=、

う

に厳密に区切って,全ケースを揃えて報告 した

ものはない。ただ し少 し意味が違 うが,名 古屋

大学の梅垣 (1966)は ,発症から受診までの期

踏|を 6カ 月で区切って, 6カ 月以内と6カ 月以

上 とに分けて結果を考察 している。そして 6カ

月以内の方が状態は良かったという結果を出し

ている。

それに付随 してもうひとつ問題がある。tt171

調査を行った機関にかかるまでに,他にどんな

機関を経由し, どんな治療 を受けてから来たの

かということである。初めてその機関にかかっ

たケースと,い ろんな所を回ってからその機関

にやって来たケースとでは,本来
「

l一 には論 じ

られないはずであるが,そ ういうことはどの報

inLも 一切区別 していない。

4.治  療

第 4に ,治療をめ ぐる問題がある。まず治療

形態の問題である。〈表 1〉 の治療法のlFllに あ

るように, ひとつは通所や外来, もうひとつは

入院と,大 きく2つ に分けられる。中にはどち

らなのか報告の中には明記 されていないもの

(生田ら,1986;松本,1986;大 塁ら,1984:
山本,1965)も ある。一般に現象面から言えば,

入院の方が状態は重いと推定されるが,研究者

が過去の報告を引用する場合,入院ケースの結

児童青年精神医学とその近接領域
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果と通院/通所ケースのそれとを区別すること

なく引用 している。 しかし,入院か外来かとい

う治療形態の違いは無視できる違いではなかろ

う。

次に,治療内容の問題がある。治療形態の間

題 とも関連するが, どういう治療が行われたか

ということが,ほ とんどの報告で触れられてい

ない。例外的にこのことが明記されているもの

に, 鑢 (1964)の幸晨告がある。 この論文には,

カウンセリングと遊戯療法,そ してそれを個人

でやったかグループでやったかといったことが

はっきり区別され,ケースごとに明記されてい

る。また,菅 ら (1972)の報告は,情緒障害児

短期治療施設のケースが対象であり,治療内容

は心理療法 と学習指導と生活指導と明記されて

いる。さらに,名古屋大学の若林 ら (1983),

および大高ら (1986)の報告がある。この 2篇

には治療に関して くインテンシブな方法で〉と

書かれている。それ以外の報告にはどんな治療

的かかわりをもったかということは書かれてい

ない。どんな治療的かかわりを行って, どんな

結果が出たかということが問われるはずである

が,そ れが書かれていない。これはいささか奇

妙なことである。

例えば,登校拒否の く治療〉目標を再登校 と

し,積極的に登校刺激を加えた場合と,社会的

な自立を目標 とし,登校は二の次とした場合と

を同列において転帰を論 じることはできないは

ずである。しかし文字の上では,いずれの場合

も治療法 としては く精神療法〉や くカウンセリ

ング〉と書 くことができる。治療機関,相談機

関にかかっているケースであれば,少なくとも

何らかのアドバイスは受けているはずであるが,

それがどういう方法で行われ, どういう内容な

のかは分からない。同じ治療法でも内容は正反

対ということがあり得る。 したがって, どうい

う考えのもとにどういう治療法を用いたかを問

わずに,追跡報告の結果を単純にまとめて論 じ

るのは不適切である (渡辺,1983)。

第 3に結果や転帰を評価するための比較対照

データ,換言すれば自然経過に関するデータが



ないという問題がある。身体疾患であれば,治

療 しなかった場合の結果がある程度分かってお

り,そ れと比較 して治療効果や転帰を論 じるこ

とができる。 しか し,登校拒否の場合,い っさ

い治療的なかかわ りをしなかった場合にはどう

なるのかということに関して,われわれにはまっ

た くと言ってよいほどデータがない。つまり,

治療的なかかわりをしなかった場合と比較 して,

現在われわれが行っている治療的かかわ りに本

当に効果があるのか否かということが厳密には

判Wiで きないのである。

しか し,わずかではあるが,そ の点で示唆を

与えて くれる論文があるcひ とつは,鑢 (1964)

の報告である。この論文は,対象ケース数を12

ケースとしてよく号1用 される (表 3)。  しか し,

実際にこの論文で扱われているのは18ケ ースで

ある。残 る 6ケ ースは,助言のみ (お そらく 1

回だけの助言であろうと思われる)で終わって

いるケースなのである。その後この論 1文 を引用

する研究者は,た いてい助言だけのケースは除

外 して12ケ ースとして引用する。そして:再登校

を判定基準 として,〈表 2〉 の括弧の中に示 し

たように,良好群は75%,不良群は167%,残
りは不明あるいは治療中とされる。 しか し,1除

外 した 6ケ ースを加えると,良好群の割合は

833%に上昇する。この助言だけの 6ケ ースは,

すべて良好群だったからである。助言のみです

んだということは,さ ほど大きな問題ではなかっ

たとも想像されるが,実際どうであったかはこ

の論文からは分からない。

ところで,未発表なので,〈表 1, 2, 3〉

には加えていないが,1977年 に筆者 らは,京都

府福知山児童相談所で追跡調査を行っている。

1964年以降,登校拒否で相談を受け付けたケー

スのうち,調査を実施 した1977年の時点で18歳

以上に達 している30ケ ースについて,家庭訪問

を実施 した。そのうち13ケ ースは転居等の理由

で聴取出来なかった。家庭訪 |11が実施できたの

は17ケ ースであった。ただ し,長期間 (最短 4

年,最長13年 )た ってからの訪間であるため,

人権上の配慮をし,本人ではなく相談時点での

門 :登校拒否の転帰

保護者に会って調査 した。当時この地方都市の

児童本日談所では,登校拒否に対 して積極的な治

療的かかわ りはしておらず,様子を見ることだ

けで`終わることも少な くなかった。 しか し,な
かにはその後,他の治療機関を受診 したケース

もあり,なかには大学病院の精神科に入院 した

ケースもあった。情報を聴取できた17ケ ースの

転帰を社会適応を基準にして判定すると,相談

以後積極的な治療的かかわ りのなかった 6ケ ー

スでは,良好群は 5ケ ース833%,精神科入院

も合め積極的な治療的かかわ りがあった11ケ ー

スでは,良好群は 9ケ ース818%で あった。 も

ちろんこの調査に関 しても,本稿で検討 した追

跡調査_Lの 問題点がほとんどすべてあてはまる

わけではあるが,登校拒否の く治療〉をアプ リ

オ リに是 とする考えには一石を投ずるものとは

なろう。

われわれに示唆を与えて くれるもうひとつの

事 実 は,中 断 したケー スの転帰 で あ る。鋪

(1964)の報告の中では,よ く引用される12ケ

ースのうち 4ケ ースが中断 している。その 4ケ

ースの中で結果が良かったのは, 3ケ ースであ

り,残 りの 1ケ ースは不明となっている。つま

り良 くならなかったケースはなかったのである。

さらに,小泉 ら (1977)も ,中断ケースにつ

いて論 じている。中断ケースの中で,良かった

ものの割合は786%であった。小泉 らは,「 ,台

療 または助言が中・ll「 したとしても,現在の状態

を見ると,学校などの援助,親の努力,本人の

成長などでそれなりの適応をしてい くことがう

かがわれた」 と述べている。

ケース数はごくわずかではあるが,助言のみ

のケースや中断 したケースについての報告では,

いずれ もさほど悪い結果にはなっていない。ま

た心理療法を受けてかえって悪化 したものは約

10%い たが,無治療対照群では 5%であったと

い う幸R告 (Bergin, 1971)も あ り, こ′しは登

校拒否の心理治療の場合にも考慮 されるべ き問

題である。それゆえ治療を無条件に肯定 してよ

いかどうかは簡単には判断できない問題 と言え

よう。
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助言だけでな く治療 を受ける場合でも,い か

なる機関にかか り,いかなる治療 を受けるかに

よって,結果が大 きく違って くることが考えら

れる。治療的なかかわ りによりかえって悪化す

る可育ヒ性 もないとは言えないということを念頭

に置いて,追跡調査の結果を検討 しな くてはな

らない。

5.転帰判定基準

第 5に ,転帰を判定する際の基準が報告によっ

て異なる とい う問題 がある。〈表 1, 2〉 は

〈社会適応〉を,く表 3〉 は 〈再登校〉を判定

基準 とする報告である。く社会適応〉を判定基

準 とする報告が多い。 しか し過去の報告を引用

する場合に, 半」lli基準ヨこ連いがあるにもかかオ,

らず,良好群の割合を同一の表にまとめて しま

う研究者 もいる (大高ら,1986:梅沢,1984:

若林 ら,1983)。 しか し,〈再登校〉を判定基準

にした報告と,〈社会迫応〉を判定基準にした

幸k告 とは区別 して検討するべ きである。 しかも

このことは,登校 l「F否の本質をどのように考え,

どのようなかかわ りをするべ きかという問題 と

密接に関係する問題でもある。

もうひとつの問題は,転帰良好群 と不良群 と

児童青年精イ中医学とその近接領域

-54-

Vo1 35,No 3

の中間に位置する群の扱い方である。これは,

〈表 4〉 に掲げたように,報告者によって名称

も定義内容も異なる。西尾 (1988)だ けは, こ

れを不良群に合めている。その他の報告では,

中間に位置する群をどちらかに合算することは

していない。〈表 1〉 では,すべて良好群に含

めて計算 し,不良群に合めての再計算結果は括

弧内に入れたが,良好群・不良群の 2群にわけ

て論 じる場合,こ の群をどちらに所属 させ るか

によって結果は大 きく変動する。

6.追跡期間

第 6に ,追跡期間の長さが報告によってかな

り異なるという問題がある。く表 2〉 は,追跡

期間の長いものから短いものへ とおおよその順

に並べかえたものである。名 1午 屋大学の報告は,

インテンシブなかかわ りを続けていて,現在 も

その状況を把握できているケースだけの報告で

ある。したがって,あ る意味では特殊なケース
,

重症のケースがたくさん含まれる可能1生がある。

逆に言うと,社会通応がうまくいかないので現

在 もインテンシブなかかわ りを続けている, あ

るいは道郵各をとり糸売けているということもあろ

う。そういう理由で,名 古屋大学の報告を除き,

一般に追1771期 間を長 くとれば,社会適応の「m~で

は良い結果となる傾向があると言ってよかろう。

それゆえ, どの時点で転帰を判断するかによっ

て結果はかなり異なることになる。同一の報告

の中で も追跡期間はケースによって異なるc し

たがって,そ れらをひっくるめてひとつの数 ll

にまとめてしまってよいのであろうかという疑

間が

`Lじ

る。ただ しひとつだけこの点に触れた

報告がある。梅沢 (1984)は ,追 .II期 間 (お そ

らく退院時からであろう)を , 2～ 4年, 5～

7年 , 8～ 12年の 3群に分けると,適応率はそ

れぞれ684%,667%,917%で あったとして

いる。また,退院 1年 目, 2年 目,調査 H寺 の 3

時期で各群を見ると,いずれの群で も適応率は

上昇する傾向にあったため,「登校拒否の追跡

調査はかなり長期間に波ることが必要であるJ

と述べている。

表 4 転帰評価の中間に位置する群

不定期に登校はするものの種々の身体
症状や精神的症状を訴えるもの。

社会生,舌 にほぼ適応 しているが, ``さ

さいなことを気にする",“ 頭痛や腹痛
など身体の不調をよく訴える",“ 物ご
とに俗きやすい",“ 疲れやすい,気む
ずかしくわがまま"で,な おいくらか
の問題をもつもの。

退院後通学可能ではあるが時々体むも
のや,高校中退しても職業につき,一
応社会的に適応しているもの。

問題 をもちなが らも,何 とか適応的に

安定 しているグループ。

問題をもちながら,何とか適応してい
るグループ。

ほぼ問題なく生活しているが時々調子
がくずれる。

周囲の援助があり,治療を続けながら,

社会生活が一応なりたっているもの。

予後中間群

やや良好群
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また,中 には追跡期間が非常に短期間で,追
跡調査 と言うよりはむ しろ治療効果の判定 と言

うべ き報告 もある。たとえば,菅 ら (1972)の

報告は, 2年後の状態ではな く,施設退所後 2

年間の登校状況であり,松本 (1986)の報告は,

発症から6カ 月後の再登校の有無であり, どち

らも予後ではな く治療効果の判定 というべ きも

のである。 したがって,治療終結後あまり月日

の経っていない調査結果を,単純に追跡調査の

報告の中に含めて論 じるべ きではない。

ところで,追跡調査を行う時期に関 して示唆

を与えて くれる論文がい くつかある。たとえば,

佐藤 (1966)は ,岡 山児童相談所の報告の中で ,

次のように書いている。「われわれの臨床経験

によっても学校恐怖症の治療は,治療終結時 よ

り2年ないし3年経て初めてその効果が判定で

きる。 というのは,治療的接触を重ねて子ども

が学校に復帰 しても早 くて 2, 3カ 月,おそ く

て 2年ほどして,再び登校拒否する子が多いか

らである。 2年ないし3年間,登校を拒否 しな

い場合は,ま ず治癒 したと見て良いと思われる」

と。佐藤 もおそらく最終的判断は, 2年から 3

年先か,あ るいはもっと先にならないとできな

いと考えているのであろう。

また小泉 (1977)は ,登校拒否をいくつかの

タイプに分け,く登校拒否を繰 り返すタイプ〉

をそのひとつに挙げている。このタイプは, ど

の時期に判定するかによって,転帰に関 して正

反対の結果が出る可能性がある。すなわち登校

拒否が再発 している時に判定されるか,あ るい

はおさまっている時に判定されるかによって正

反対の結果が出る。小泉の報告では 〈登校拒否

を繰 り返すタイプ (再発型)〉 は全体の40%を

占めているので,いつ転帰を判断するかという

問題は全体の結果に甚大な影響を及ぼすであろ

う。

したがって追跡期間をどれ くらいの長さにす

るかということは結果を大 きく左右する問題で

あり,当然さまざまな追跡期間の報告を単純に

合算するわけにはいかな くなる。

7.調査方法

第 7に調査方法の問題がある。く表 2〉 の調

査法の欄からうかがえるように,面接,郵便 ,

電話,職員からの聴取などさまざまな方法でデー

タが集められている。

郵便でアンケー ト用紙を送る場合,回収率

100%と いう報告はない。回収率の高低が結果

に及ぼす影響は無視できない。アンケー ト郵送

の場合,お そらく現在の状況が良い人ほど回答

しやすいであろうし,今 もなお状態が良 くない

人は回答 したくなかろう。逆に,今の状態が良

いので過去のことには触れたくないという場合

もないとは言えない。傾向としては,回答結果

は転帰良好群の割合が多かれ少なかれ大きくな

るのではなかろうか。 しかし実のところそこに

どのような偏 りが生 じているかは分からない。

名古屋大学の報告に関しては,すでに述べた

理由で転帰不良に傾 くことは当然首肯される。

渡辺 (1986)は 同窓会を開くなどして,そ の機

会に現在の状況を子どもから聞くという方法で

直接間接に情報を得ているが,その場合もやは

り転帰良好ケースの割合が高 くなるのではなか

ろうか。

Ⅲ。結  論

本稿では,登校拒否追跡調査の報告論文を読

む場合に考慮すべき主要な問題点を7つ取 り上

げ検討した。すなわち第 1に対象ケースの違い
,

第 2に治療機関や相談機関の違い,第 3に受診

/相談の時期の違い,第 4に治療形態や治療内

容の違いと,転帰評価のための比較データの欠

如,第 5に転帰評価の基準の違い,第 6に追跡

期間の違い,第 7に調査方法の違いである。

このような問題があるために, これまでの調

査結果を単純に合算 して転帰を論 じることはで

きない。しかし,稲村 (1989,1992)は ,本稿

で指摘 した問題点はすべて捨象 して,「 10年前

後の予後結果で (登校拒否)全体の 3分の 1前

後が無為な状態にある」と総括 しているが,こ

のような見解は科学的厳密性 という点でも社会

的な影響という点でも問題が多い。



とは言うものの, これまでの調査をできる限

り厳密に再検討 してみると,本邦の登校拒否追

跡調査結果の一般的傾向lと しては,追跡期間が

長 くなるほど転り
「

良好ケースの占める割合は大

きくなると言えよう。また,精神病など精神疾

患のケースを除いて再計算すると,平均追lll期

間が 9年以 Lの報告の転帰不良率は7-12%程

度に縮小する。

これが長期経過を推定する際のひとつの目安

にはなるであろうが,実際の臨床場而では,こ

れまでの調査報告の持っている問題点をIttl解 し

た上で,せいぜい自分の臨床現場と似ていると

推測される相談治療機関の報告を参考にして予

後を占うというのが比較的穏当なや り方ではな

かろうか。

終わりにあたり,ご校問いただいた高木神経科医院

院長高木隆15先 生に深 く感謝致します。

文   献

Bergill,A E (1971): The evaluation of therapeutic

outcolnes ln Belgin,AE&Garfield,S L(eds):

〃ク″′ろοο力 `ち′ ク導,`力ο〃
'ご

″マψ】 ″″グ み′力′
`,プ

ο′′ ごん′,g♂

pp 217 270 Ncw York,Johll lヽriley&Sons

藤本淳三 (1974):登校拒 fiは 疾病か。臨床精神医学,

3, 603-608

藤田克寿,福持裕,市川澄子他 (1988):入院治療を行っ

た,中 学生の登校拒否症43″」の検討 小児科臨床 ,

41, 1179-1183

福出l悦夫,リトL寛,沢真教他 (1980):登校拒否の長期

予後.精神医学,22,401418

キ[|1憲 lF,清水靖子,武井茂樹 (1984): く不登校〉に

関する研究 (そ の 3)一 転帰・予後―.児童青年精

神医学とその近接領域,25,3031

稲村博 (1989):名1者・アパシーの時代,日 本放送出1版

協会 .

稲村lHl(1992):了 どもの人権委員会の質問に対する回

答.児童青年精神l lN学 とその近接領域, 33, 8990
口∫知佳世子,丹治光浩,松本英夫 (1993):入 院治療を

行った不登校児の長期的予後.児童青年精神医学 と

その近接領域,34,101102

河合洋 (1986):学校に背を向ける了ども,日 本放送出

版脇会.

児童青年l「l ll医 学とその近1妾鋲域 「ヽo1 35,No 3

小池清廉 (1992):学会印象記.児童青年精神医学とそ

の近接領域,33,51

小泉英二,高橋栄,中 山和子他 (1977):1青 緒障害児の

予後に関する研究 (そ の 1).都立教育研究所.(佐

治守夫,神保信一編 (1979):現 代のエスプ リ,139

号「登校拒否」.pp 198 212.至 文堂。)

松本英夫 (1986):中 学生の登校拒否児童の発達過程に

よる類型化の試み―第 1反抗期を中心にして一.児

童青年精神医学とその近接領域,27,97109

森口祥子 (1986):高校生の不登校一その予後解析 と臨

床的考察―.横浜医学,36,133151

西尾朋子 (1988):登校拒否一誘因と予後一.小児科 ,

29, 1591-1600

大里収,郭麗月,川オ寸博司他 (1984):義務教育を終え

た登校拒否児の予後調査.児童青年精神医学 とその

近接領域,25,5354

大高一則,若林惧一郎,本城秀次他 (1986):登 校拒否

の追跡調査について,児童青年精神医学 とその近接

領域,27,213229

Rutter,卜/1(1975): 〃ο砂鳳s″ο%ιルグιカグ;″cπ Har‐

mOndsworth,Pellgtlin Books(久 保紘章, Fl具 一

16訳 (1983):子 どもの精神医学.ルガール社.)

斉藤万比古,奥村直史,佐藤至子他 (1989):登校拒否

児の予後について一当院病院内学級卒業児の長期予

後調査から一.厚生省精神・神経疾患63年度研究報

告, pp 175-185

斎藤万比古 (1993):登校拒否の長期経過について一児

童精神科病棟入院症例の調査から一.児童青年精神

医学とその近接領域,34,5960

佐藤修策 (1968):登校拒否児.国土社 .

篠原清彦,佐藤修策 (1964):い わゆる学校恐怖症につ

いて一その予後を中心として一。児童精神医学とそ

の近接領域,5,4344

菅俊大,流王治郎,萩原順子 (1972):登校拒否児の予

後調査。小児の精神と神経,12,3034

丹治光浩 (1990):入 院治療を行った登校拒否児の性格

と予後に関する研究.臨床精神医学,19,271276

鑢幹八郎 (1964):学校恐怖症の研究 (II)一 心理治療

の結果の分析―.児童精神医学とその近接領域,5,

79-89

梅垣弘 (1966):学校恐怖症に関する研究 (I)一 学校

恐怖症の予後―.児童精神医学とその近接領域,7,

231-243

梅沢要一 (1984):治療例の追跡調査.児童青年精神医

学とその近接領域,25,8589

-56-



門 :登校IF否 の転帰

-57-

和田慶治 (1972):不 登校.辻悟編 :思春期精神医学

(pp.103114).金 原出版 .

若林慎一郎,本城秀次,金子寿子他 (1983):登校拒否

の長期予後についての研究。安田生命社会事業団研

究助成論文集19号,177189

渡辺 位 (1983):登校拒否の予後.臨床精神医学,12,

851-856

「
I｀ 、vellty― fotlr follo、 v‐ up sttldies oll school

reftlsal al‐ c rcvic、「cd alld sevell issues that

retluire serious considerati()1l of research nle―

thOdology are l)oillted out: l the variet卜 ' of

cli1lical fi1lcli1lgs, 2 the referral agellcies, 3

the stages of school refusal, 4  treatlllelnt

lllethods,5 criteria for assessillg outcollles,6

1ellgth of the follo、 F tlp period,7 the nleans()f

lllalく illg the follo、v― tlp

FoHoぃF ttp data fre(lllelltlゝ l are sulllllled

up alld cited ill articlesi but,silllple stinllllillg

ulD is lllisleを tdillg lDeCatlse lllethodological va‐

riallces are too great to l〕 e overlool(ed Tllere―

fore it is very difficult to colne to ally fir111

C01lCitiSion regarcling the conclitiolls that lcad

渡辺 位 (1986):登校拒否の長期間を経たその後の状

態.社会精神医学,9,3642
山本由子 (1965):登校拒否の予後について。児童精神

医学とその近接領域,6,5657
頼藤和寛 (1986):不登校・′い身症.清水寿之編 :思春

期問題への医学的アプローチ (pp.7388)。 ライフ・

サイエンス・センター.

to school refusal.
Nevertheless, the longer the follow-r-rp

period, the better the oi-rtcor.ne for the student.
Excluding cases of psychiatric illness, the
poor outcome is 7 \2'% for a 9-year follou,-up.
This figure provides a clue as to the expecta-
tion of encounterir-rg school refusal.

Author's Address:
S. Kado,
Departnlent of Psychological Medicine,
Kyoto City Child Welfare Centre,
Takeyarnachi -Sen-rbor-r- Higashi,
Kar.r.rigyo-ku, Kt,oto-shi, 602, JAPAN

THE OIITC011E OF SCH001J RE「 lISAI」:A CRITICAIノ REVIEヽ 1ヽ0「

FOI」 I」01V‐ UP STUDH]S ON SCH001J REFUSAIJ

Shilliclliro KADO

fλψ″′イ′″
`7″

lfP、 ,こ力θ′
`っ

g'こ こヽ7′ JJを〃た′′だ,κlり /ο C“,C/′′′〃llirι /77′でCピ″/だ


